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回次
第76期

第１四半期
連結累計期間

第77期
第１四半期
連結累計期間

第76期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 （百万円） 61,636 66,324 253,386

経常利益 （百万円） 6,345 5,591 21,125

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 4,073 3,597 13,956

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 5,032 3,999 21,581

純資産額 （百万円） 286,846 295,629 298,567

総資産額 （百万円） 364,934 380,653 382,021

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 40.57 36.43 139.75

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 70.65 69.88 70.41

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

（海外食品事業）

当社は、当第１四半期連結会計期間より、新たに設立したハウス食品グループアジアパシフィック社を連結の範

囲に含めております。

この結果、2022年６月30日現在では、当社グループは、当社、連結子会社38社、関連会社５社により構成される

こととなります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

事業の種類別
セグメント

売上高
営業利益

（セグメント利益又は損失(△)）

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

香辛・調味加工食品事業 28,326 102.5 2,251 73.2

健康食品事業 4,110 122.7 465 －

海外食品事業 10,796 110.0 1,747 88.1

外食事業 11,334 101.9 193 55.0

その他食品関連事業 13,921 119.2 362 76.9

小計 68,487 107.7 5,017 87.8

調整（消去） △2,163 － △47 －

合計 66,324 107.6 4,970 87.3

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の状況

当社グループは、“「食で健康」クオリティ企業への変革＜第二章＞４系列バリューチェーンへのチャレンジ”

をテーマに第七次中期計画に取り組んでおります。２年目である当期も引き続き、「お客様に対して」「社員とそ

の家族に対して」「社会に対して」という「３つの責任」全てにおいてクオリティ企業への変革を加速するととも

に、「スパイス系」「機能性素材系」「大豆系」「付加価値野菜系」の４系列バリューチェーンを私どもの提供価

値である「食で健康」をお届けする領域と定め、経営資源を成長領域へ重点的に配分することで持続的な成長をめ

ざしております。

当第１四半期連結累計期間の事業環境は、新型コロナウイルス感染症からの経済活動の再開が進む一方、世界的

なインフレの進行、ウクライナ情勢などの地政学的リスク、為替相場の変動など、景気の下振れが懸念される状況

での推移となりました。

当第１四半期連結累計期間の売上高は、経済活動再開の流れのなかで各事業とも概ね堅調に推移し、663億24百

万円、前年同期比7.6％の増収となりました。営業利益は、特に香辛・調味加工食品事業における原材料価格高騰

による影響が大きく、49億70百万円、前年同期比12.7％の減益となりました。経常利益は55億91百万円、前年同期

比11.9％の減益、親会社株主に帰属する四半期純利益は35億97百万円、前年同期比11.7％の減益となりました。

　セグメント別の経営成績の概況（セグメント間取引消去前）は、次のとおりであります。

（注）１．調整（消去）の内容は、セグメントに配分していない損益およびセグメント間取引に係る相殺消去であ

ります。
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＜香辛・調味加工食品事業＞

当事業セグメントは、既存事業の収益力強化とともに新価値創出に基づく成長実現に取り組んでおります。

家庭用事業は、前期に巣ごもり特需の反動により苦戦したカレー製品群に回復の動きがあり、カレーメニュー

の需要の底堅さが見られました。業務用事業は、経済活動再開に伴う需要の回復を背景に堅調な推移となりまし

た。一方、利益面では、増収効果が一定程度寄与したものの、原材料価格高騰の影響が大きく減益となりまし

た。

以上の結果、香辛・調味加工食品事業の売上高は283億26百万円、前年同期比2.5％の増収、営業利益は22億51

百万円、前年同期比26.8％の減益となりました。結果、売上高営業利益率は7.9％となり、前年同期より3.2pt減

少いたしました。

＜健康食品事業＞

当事業セグメントは、国内の構造改革の推進とともにグローバルでの機能性素材系バリューチェーンの早期構

築に取り組んでおります。

当第１四半期連結累計期間は、外飲み需要回復の動きもあり「ウコンの力」が好調に推移したほか、「１日分

のビタミンゼリー」や新製品「まるでスムージー」など、注力するゼリー製品が伸長いたしました。利益面で

は、従来から取り組んでまいりました構造改革の成果が見られ、営業黒字に転換いたしました。

以上の結果、健康食品事業の売上高は41億10百万円、前年同期比22.7％の増収、営業利益は４億65百万円、前

年同期からは６億27百万円改善いたしました。結果、売上高営業利益率は11.3％となり、前年同期より16.2pt向

上しております。

＜海外食品事業＞連結対象期間：主として2022年１月～３月

当事業セグメントは、重点３エリア（米国・中国・アセアン）において成長スピードの加速に取り組んでおり

ます。

米国事業は、引き続き拡大基調にあるプラントベースフードの需要を取り込んだほか、本年１月よりの価格改

定効果もあり、豆腐事業は増収増益となりました。一方日本からの輸入事業において、サプライチェーンの混乱

に伴うコンテナ入荷遅延や輸送費の増加が生じた影響から減収減益となり、米国事業全体としては増収減益とな

りました。

中国カレー事業は、好調に推移した前年同期の反動に加え、中国当局の「ゼロコロナ政策」による影響もあ

り、家庭用・業務用ともに減収となりました。利益面では、原材料価格の高騰や製品フレッシュアップに伴う一

時的な販促費の上昇もあり減益となりました。

タイ機能性飲料事業は、経済活動再開に伴い首都圏への人流回復の動きが見られるなか、特にモダントレード

において瓶製品が好調に推移し、増収増益となりました。

以上の結果、海外食品事業の売上高は107億96百万円、前年同期比10.0％の増収、営業利益は17億47百万円、

前年同期比11.9％の減益となりました。結果、売上高営業利益率は16.2％となり、前年同期より4.0pt減少いた

しました。

＜外食事業＞連結対象期間：㈱壱番屋は2022年３月～５月、海外子会社は2022年１月～３月

当事業セグメントは、コロナ禍においても需要の創出に積極的に取り組んでおります。

㈱壱番屋は、３月下旬に営業時間短縮等の要請が全面解除となったことなどにより、客数は徐々に回復してき

たものの、国内既存店売上高は前年同期比0.7％増にとどまりました。海外店舗はエリアごとに状況は大きく異

なりますが、既存店売上高は7.4％増と全体では前年同期を上回りました。利益面では、フライオイルや弁当容

器等の仕入れ価格高騰に加え、中国でのロックダウンによる海外子会社の売上減少等により、営業利益は前年同

期を下回りました。

以上の結果、外食事業の売上高は113億34百万円、前年同期比1.9％の増収、営業利益は１億93百万円、前年同

期比45.0％の減益となりました。結果、売上高営業利益率は1.7％となり、前年同期より1.4pt減少いたしまし

た。

＜その他食品関連事業＞

㈱デリカシェフは、焼成パン類や総菜が伸長したものの、原材料価格の高騰や製造経費の増加により増収減益

となりました。

㈱ヴォークス・トレーディングは、ＭＡ米(ミニマム・アクセス米)の落札増加に加え、外食需要の回復や輸出

商材が好調に推移したことなどにより、増収増益となりました。

以上の結果、その他食品関連事業の売上高は139億21百万円、前年同期比19.2％の増収、営業利益は３億62百

万円、前年同期比23.1％の減益となりました。結果、売上高営業利益率は2.6％となり、前年同期より1.4pt減少

いたしました。
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(2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は以下のとおりであります。

総資産は、3,806億53百万円となり、前連結会計年度末に比べて13億68百万円の減少となりました。

流動資産は、現金及び預金が減少した一方で、商品及び製品や有価証券が増加したことなどから、15億22百万円

増加の1,586億45百万円となりました。固定資産は、退職給付に係る資産が増加した一方で、投資有価証券が減少

したことなどから、28億90百万円減少の2,220億８百万円となりました。

負債は、850億23百万円となり、前連結会計年度末に比べて15億69百万円の増加となりました。

流動負債は、支払手形及び買掛金が増加した一方で、未払金や未払法人税等が減少したことなどから、１億80百

万円減少の514億30百万円となりました。固定負債は、繰延税金負債が減少した一方で、退職給付に係る負債が増

加したことなどから、17億49百万円増加の335億94百万円となりました。

純資産は、為替換算調整勘定が増加したことや、親会社株主に帰属する四半期純利益により利益剰余金が増加し

た一方で、保有する投資有価証券の時価下落によりその他有価証券評価差額金が減少したほか、自己株式の取得に

より自己株式が増加したことなどから、前連結会計年度末に比べて29億38百万円減少の2,956億29百万円となりま

した。

この結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は69.9％（前連結会計年度末は70.4％）、１株当たり純

資産は2,708円75銭（前連結会計年度末は2,700円99銭）となりました。

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について、重要な変更および新た

に生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は10億43百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 391,500,000

計 391,500,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
（2022年６月30日）

提出日現在
発行数(株)

（2022年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 100,750,620 100,750,620
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株
であります。

計 100,750,620 100,750,620 － －

②　【発行済株式】

(2) 【新株予約権等の状況】

①　【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②　【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年６月30日 － 100,750,620 － 9,948 － 23,815

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

(5) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿により記載しております。

2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,169,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 99,495,500 994,955 －

単元未満株式 普通株式 85,220 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 普通株式 100,750,620 － －

総株主の議決権 － － 994,955 －

①　【発行済株式】

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。また、

「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

2022年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

ハウス食品グループ
本社㈱

大阪府東大阪市御厨栄町
１丁目５番７号

1,169,900 － 1,169,900 1.16

計 － 1,169,900 － 1,169,900 1.16

②　【自己株式等】

（注）１．当第１四半期会計期間末日における当社保有の自己名義所有株式数は、2,548,779株となっておりま

す。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 75,004 72,227

受取手形及び売掛金 46,446 45,668

有価証券 6,008 7,254

商品及び製品 14,292 16,314

仕掛品 2,520 2,839

原材料及び貯蔵品 6,080 6,811

その他 6,866 7,621

貸倒引当金 △92 △89

流動資産合計 157,123 158,645

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 33,717 34,470

機械装置及び運搬具（純額） 19,740 19,946

土地 31,314 31,463

リース資産（純額） 1,479 1,396

建設仮勘定 3,538 4,206

その他（純額） 2,235 2,405

有形固定資産合計 92,024 93,886

無形固定資産

のれん 268 257

商標権 18,850 18,722

ソフトウエア 4,354 4,150

契約関連無形資産 19,002 18,802

ソフトウエア仮勘定 124 210

その他 770 808

無形固定資産合計 43,368 42,949

投資その他の資産

投資有価証券 66,729 59,545

長期貸付金 2 7

繰延税金資産 753 771

長期預金 1,000 1,000

退職給付に係る資産 14,325 17,279

破産更生債権等 622 622

長期預け金 1,073 1,070

その他 6,867 6,727

貸倒引当金 △1,865 △1,848

投資その他の資産合計 89,506 85,173

固定資産合計 224,898 222,008

資産合計 382,021 380,653

１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,264 21,257

電子記録債務 1,269 1,443

短期借入金 4,149 4,638

リース債務 575 573

未払金 9,986 7,499

未払法人税等 3,452 2,067

賞与引当金 472 253

役員賞与引当金 58 16

株主優待引当金 96 78

資産除去債務 4 5

その他 13,284 13,602

流動負債合計 51,609 51,430

固定負債

長期借入金 177 184

リース債務 963 874

長期未払金 181 181

繰延税金負債 23,220 22,176

退職給付に係る負債 1,999 4,406

資産除去債務 815 822

長期預り保証金 3,877 3,831

その他 613 1,119

固定負債合計 31,845 33,594

負債合計 83,454 85,023

純資産の部

株主資本

資本金 9,948 9,948

資本剰余金 22,829 22,829

利益剰余金 208,969 210,275

自己株式 △3,984 △8,002

株主資本合計 237,762 235,051

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 21,257 19,060

繰延ヘッジ損益 40 95

為替換算調整勘定 2,925 5,062

退職給付に係る調整累計額 6,982 6,737

その他の包括利益累計額合計 31,204 30,954

非支配株主持分 29,601 29,625

純資産合計 298,567 295,629

負債純資産合計 382,021 380,653
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（単位：百万円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 61,636 66,324

売上原価 37,926 42,529

売上総利益 23,710 23,794

販売費及び一般管理費 18,020 18,824

営業利益 5,690 4,970

営業外収益

受取利息 45 51

受取配当金 110 99

受取家賃 212 216

為替差益 36 316

補助金収入 ※１ 345 ※１ 121

その他 170 117

営業外収益合計 918 919

営業外費用

支払利息 12 46

賃貸費用 172 169

持分法による投資損失 44 50

その他 35 34

営業外費用合計 263 298

経常利益 6,345 5,591

特別利益

固定資産売却益 4 0

投資有価証券売却益 783 726

店舗売却益 42 －

その他 3 3

特別利益合計 832 730

特別損失

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 13 45

投資有価証券売却損 － 1

投資有価証券評価損 1 －

減損損失 3 10

その他 0 －

特別損失合計 17 55

税金等調整前四半期純利益 7,160 6,265

法人税等 2,356 2,308

四半期純利益 4,804 3,957

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,073 3,597

非支配株主に帰属する四半期純利益 731 361

(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,625 △2,199

繰延ヘッジ損益 131 63

為替換算調整勘定 1,979 2,388

退職給付に係る調整額 △221 △288

持分法適用会社に対する持分相当額 △36 78

その他の包括利益合計 228 42

四半期包括利益 5,032 3,999

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,356 3,346

非支配株主に係る四半期包括利益 676 654
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当第１四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日　至　2022年６月30日)

連結範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立したハウス食品グループアジアパシフィック社を連結の範囲に含めて

おります。

【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

税金費用の計算 　当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合

には、税金等調整前四半期純利益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実

効税率を使用する方法によっております。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会計

基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとし

ました。これによる、四半期連結財務諸表への影響はありません。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の会計上の見積りに与える影響）

前連結会計年度に行った会計上の見積りの前提となる仮定を大きく変更する状況には至ってないと判断しておりま

すが、新型コロナウイルス感染症が社会・経済活動に与える影響は依然不透明な状況が続くと考えられます。健康食

品事業に係る固定資産等の減損検討に際しては、新型コロナウイルス感染症の影響に関する一定の仮定を用いている

為、現時点での想定にさらに大きな変化が生じた場合、当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2022年６月30日）

㈱壱番屋加盟店（金融機関からの借入） 107百万円 94百万円

ヴォークス・クアラルンプール社（為替予約） 53百万円 50百万円

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

（四半期連結損益計算書関係）

※１　補助金収入

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、外食事業に係る時短協力金などを計上しております。
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前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

減価償却費 2,510百万円 2,713百万円

のれんの償却額 11百万円 11百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの償却額は、次のとおりで

あります。

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 2,317 23 2021年３月31日 2021年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年６月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 2,290 23 2022年３月31日 2022年６月29日

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2021年５月11日開催の取締役会決議に基づき、自己株式606,900株の取得を行いました。この結果、当第１

四半期連結累計期間において自己株式が2,024百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末において自己株式が2,035百

万円となっております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2022年５月11日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,378,700株の取得を行いました。この結果、当第

１四半期連結累計期間において自己株式が4,018百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末において自己株式が8,002

百万円となっております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計
調整額
(注)１

四半期
連結

財務諸表
計上額
(注)２

香辛・
調味加工
食品事業

健康食品
事業

海外食品
事業

外食事業
その他
食品

関連事業
計

売上高

外部顧客への売上高 26,646 3,267 9,779 11,093 10,833 61,618 － 61,618 18 61,636

セグメント間の内部

売上高又は振替高
985 83 34 33 842 1,977 － 1,977 △1,977 －

計 27,631 3,351 9,813 11,126 11,675 63,596 － 63,596 △1,960 61,636

セグメント利益又は

損失（△）
3,075 △163 1,983 350 471 5,717 － 5,717 △27 5,690

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

(1）外部顧客への売上高は、主に当社において計上した不動産賃貸収益であります。

(2）セグメント利益又は損失（△）には、事業セグメントに配分していない当社およびハウスビジネスパート

ナーズ㈱の損益△27百万円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　当第１四半期連結累計期間において、店舗資産等の収益性の低下に伴う減損損失を、「外食事業」のセグメントに

おいて、３百万円計上しております。

- 15 -
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計
調整額
(注)１

四半期
連結

財務諸表
計上額
(注)２

香辛・
調味加工
食品事業

健康食品
事業

海外食品
事業

外食事業
その他
食品

関連事業
計

売上高

外部顧客への売上高 27,195 4,016 10,750 11,315 13,024 66,300 － 66,300 24 66,324

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,131 94 47 19 896 2,187 － 2,187 △2,187 －

計 28,326 4,110 10,796 11,334 13,921 68,487 － 68,487 △2,163 66,324

セグメント利益又は

損失（△）
2,251 465 1,747 193 362 5,017 － 5,017 △47 4,970

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

(1）外部顧客への売上高は、主に当社において計上した不動産賃貸収益であります。

(2）セグメント利益又は損失（△）には、事業セグメントに配分していない当社およびハウスビジネスパート

ナーズ㈱の損益△47百万円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　当第１四半期連結累計期間において、店舗資産等の収益性の低下に伴う減損損失を、「外食事業」のセグメントに

おいて、10百万円計上しております。

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであり、当該注記

に含まれる外部顧客への売上高は全額顧客との契約から生じる収益であります。

- 16 -
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項目
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 40円57銭 36円43銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

(百万円)
4,073 3,597

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額(百万円)
4,073 3,597

普通株式の期中平均株式数(千株) 100,401 98,730

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

- 17 -
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年８月８日

ハウス食品グループ本社株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙﨑　充弘

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 安田　秀樹

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているハウス食品グルー

プ本社株式会社の2022年4月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2022年4月1日から2022

年6月30日まで）及び第1四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ハウス食品グループ本社株式会社及び連結子会社の2022年6月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年８月10日

【会社名】 ハウス食品グループ本社株式会社

【英訳名】 HOUSE FOODS GROUP INC.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　浦　上　博　史

【最高財務責任者の役職氏名】 該当ありません。

【本店の所在の場所】 大阪府東大阪市御厨栄町１丁目５番７号

【縦覧に供する場所】 ハウス食品グループ本社株式会社　東京本社

（東京都千代田区紀尾井町６番３号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長　浦上　博史は、当社の第77期第１四半期（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

　確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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